
　

。

８月　１日

概 施策名 高

No. 事務

齢

事業名 活動内容 コスト

者

（事業費：千円）

高齢

保

者バス等利用助成事業

健

令和　４年度 令和　５

・

年度 令和　５年度 令和

福

　６年度 令和　４年度

祉

令和　５年度 令和　５

基

年度 令和　６年度
活動

本

指標名 単位
実績 計画 実

目

績 計画 決算 当初予算 決

標

算 当初予算
全体事業概

健

要
①

利用率 ％ 48.4

康

50 51.9 52
70

で

歳以上の高齢者全員に

福

郵送で、一人につき1

祉

00円券
を30枚（3

が

,000円相当）を配

充

布する。 28,992

実

32,390 32,7

し

57 32,557

②

令

た

和　７年度の優先度

③

ま

2 　□ Ａ　　　 □

ち

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

要

　　 □ Ｄ　

1回あ

施

たりに使用できる枚数

策

を増やし利便性を高め

の

たことにより、計画ど

目

おりの利用率となった

的

。
■ 計画どおり  

高

 
令和　５年度

□ 遅

齢

延         

者

の評価
□ 進展なし 

が

    

■ 維持　□

住

 拡大 制度自体は維持

み

するが、対象者全員へ

慣

の配布ではなく利用実

れ

績がない人への助成券

た

の配布を行わないよう

地

にして
事業区分 □ 自

域

治事務   □ 法定

で

受託   □ その他

、

今後の方向性 □ 縮小

人

　□ 改善 いく。
（改

生

善措置等）□ 休止　

の

□ 終了
計画対象 ■ 

最

実施計画査定対象  

期

□ 行政改革対象 
□

ま

 廃止　　　　 

で自分らしい生活を送ることができる社会を実現すること。

施策の方向 地域生活を支える体制の整備

いずれの事業もおおむね計画どおりとなっており、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活するための環境整備の一助となっている。
■ 計画どおり   

令和　５年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 事業を維持していくが、費用が多額となる事業が多いため少しでも費用を抑えられないか検討していく必要がある。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業

1

費：千円）

老人福祉推

頁

進事業（福祉総務課）

令

令和　４年度 令和　５

和

年度 令和　５年度 令和

 

　６年度 令和　４年度

5

令和　５年度 令和　５

年

年度 令和　６年度
活動

度

指標名 単位
実績 計画 実

　

績 計画 決算 当初予算 決

　

算 当初予算
全体事業概

事

要
①

訪問理美容サービ

務

ス事業 件 51 40 33

事

50
高齢者が安心して

業

健やかに暮らせるよう

評

各種支援を行 派遣回数

価

うもの。 1,019 1

表

,097 892 4,1

（

64

②

令和　７年度の

個

優先度

③1 　□ Ａ　

票

　　 □ Ｂ　　　 

）

□ Ｃ　　　 □ Ｄ

課

　

訪問理美容サービス

名

の申請者が減少し、派

社

遣回数もそれに伴い減

会

少した。
□ 計画どお

福

り   
令和　５年度

祉

■ 遅延      

部

   
の評価

□ 進展

・

なし     

□ 維

福

持　□ 拡大 サービス

祉

を必要としている方が

事

利用できるよう居宅介

務

護支援事業所への周知

所

を図っていく。
事業区

福

分 □ 自治事務   

祉

□ 法定受託   □

総

 その他
今後の方向性

務

□ 縮小　■ 改善
（

課

改善措置等）□ 休止

作

　□ 終了
計画対象 ■

成

 実施計画査定対象 

日

 □ 行政改革対象 

令

□ 廃止　　　　 

※

和

決算額については、端

　

数処理により、他資料

６

の決算額と差異が生じ

年

ている場合もあります



　

り今後も維持していく

８

。
事業区分 □ 自治事

月

務   □ 法定受託

　

   □ その他
今後

１

の方向性 □ 縮小　□

日

 改善 緊急通報装置の

概

設置費の補助は高齢者

施

の生活の安全を確保す

策

るのに必要な事業のた

名

め、今後も維持してい

高

く。
（改善措置等）□

齢

 休止　□ 終了
計画

者

対象 ■ 実施計画査定

保

対象  □ 行政改革

健

対象 
□ 廃止　　　

・

　 

※決算額について

福

は、端数処理により、

祉

他資料の決算額と差異

基

が生じている場合もあ

本

ります。

目標 健康で福祉が充実

No

し

. 事務事業名 活動内容

た

コスト（事業費：千円

ま

）

老人福祉センター管

ち

理運営事業 令和　４年

要

度 令和　５年度 令和　

施

５年度 令和　６年度 令

策

和　４年度 令和　５年

の

度 令和　５年度 令和　

目

６年度
活動指標名 単位

的

実績 計画 実績 計画 決算

高

当初予算 決算 当初予算

齢

全体事業概要
①

利用人

者

数 人 44,958 50

が

,000 52,753

住

50,000
昭和59

み

年の開館以来、高齢者

慣

の生活や健康に関する

れ

相
談に応じ、イベント

た

開催による教養の向上

地

や生きがい 49,74

域

5 48,219 47,

で

784 47,738
及

、

び社会活動の促進に努

人

めている。市内に居住

生

す
②る60歳以上のす

の

べての市民が利用でき

最

、老人クラブを
対象に

期

送迎を実施するなど地

ま

域の高齢者同士を結ぶ

で

役 令和　７年度の優先

自

度
割も果たしている。

分

③4 　□ Ａ　　　 

ら

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

し

　　　 □ Ｄ　

新型

い

コロナウイルス感染症

生

の影響により減少して

活

いた利用者数が少しず

を

つ元に戻ってきている

送

。
■ 計画どおり  

る

 
令和　５年度

□ 遅

こ

延         

と

の評価
□ 進展なし 

が

    

■ 維持　□

で

 拡大 60歳以上でも

き

働く市民が増えており

る

利用者数の大幅な増加

社

は見込めないが、老人

会

福祉センターが高齢者

を

福祉の増
事業区分 □ 

実

自治事務   □ 法

現

定受託   □ その

す

他
今後の方向性 □ 縮

る

小　□ 改善 進の役割

こ

を果たしていることか

と

ら今後も維持していく

。

。
（改善措置等）□ 

施

休止　□ 終了
計画対

策

象 □ 実施計画査定対

の

象  □ 行政改革対

方

象 
□ 廃止　　　　

向

 

地域生活を支える体制の整備

いずれの事業もおおむね計画どおりとなっており、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活するための環境整備の一助となっている。
■ 計画どおり   

令和　５年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 事業を維持していくが、費用が多額となる事業が多いため少しでも費用を抑えられないか検討していく必要がある。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業

2

費：千円）

市単独事業

頁

費補助金（福祉総務課

令

） 令和　４年度 令和　

和

５年度 令和　５年度 令

 

和　６年度 令和　４年

5

度 令和　５年度 令和　

年

５年度 令和　６年度
活

度

動指標名 単位
実績 計画

　

実績 計画 決算 当初予算

　

決算 当初予算
全体事業

事

概要
①

敬老大会補助金

務

交付団体 件 12 6 19

事

6
敬老大会補助金 数
市

業

の補助金等により各地

評

区の自治会連合会が実

価

施する 12,773 1

表

6,512 15,00

（

6 18,010
。75

個

歳以上の高齢者を老人

票

福祉センター等に招待

）

する
②

緊急通報装置設

課

置費の補 件 0 10 0 3

名

など長寿を祝う。 助件

社

数
緊急通報装置設置費

会

補助金 令和　７年度の

福

優先度
緊急通報装置の

祉

設置等を行うひとり暮

部

らし高齢者等に
③3 対

・

し、補助金を交付する

福

。 　□ Ａ　　　 □

祉

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

事

　　 □ Ｄ　

敬老大

務

会は5地区の自治会連

所

合会と中郷地区の13

福

町内会、連合会未加入

祉

の1自治会が事業を実

総

施するなど計画どお
■

務

 計画どおり   
令

課

和　５年度 りであった

作

。
□ 遅延     

成

    
の評価 緊急通

日

報装置の設置費の補助

令

については申請がなか

和

った。
□ 進展なし 

　

    

■ 維持　□

６

 拡大 敬老大会補助金

年

は長寿を祝うものであ



　

対象  □ 行政改革

８

対象 
□ 廃止　　　

月

　 

※決算額について

　

は、端数処理により、

１

他資料の決算額と差異

日

が生じている場合もあ

概

ります。

施策名 高齢者保健・福

No

祉

. 事務事業名 活動内容

基

コスト（事業費：千円

本

）

各種手当制度の充実

目

（福祉総務課） 令和　

標

４年度 令和　５年度 令

健

和　５年度 令和　６年

康

度 令和　４年度 令和　

で

５年度 令和　５年度 令

福

和　６年度
活動指標名

祉

単位
実績 計画 実績 計画

が

決算 当初予算 決算 当初

充

予算
全体事業概要

①
支

実

給件数 件 486 370

し

392 480
寝たきり

た

老人等を介護している

ま

方に、6か月あたり5

ち

0,
000円を支給す

要

る。 24,300 24

施

,000 19,600

策

22,000

②

令和　

の

７年度の優先度

③6 　

目

□ Ａ　　　 □ Ｂ

的

　　　 □ Ｃ　　　

高

 □ Ｄ　

目標値を達

齢

成しており、日常生活

者

において常時介護を必

が

要とする者を在宅で介

住

護を行っている介護者

み

の労をねぎ
■ 計画ど

慣

おり   
令和　５年

れ

度 らい、当該高齢者福

た

祉の充実を図った。
□

地

 遅延       

域

  
の評価

□ 進展な

で

し     

■ 維持

、

　□ 拡大 財政難の中

人

、他市町の情況等を参

生

考に対象者や支給要件

の

の見直しを検討してい

最

くことも必要である。

期

事業区分 □ 自治事務

ま

   □ 法定受託 

で

  □ その他
今後の

自

方向性 □ 縮小　□ 

分

改善
（改善措置等）□

ら

 休止　□ 終了
計画

し

対象 ■ 実施計画査定

い

対象  □ 行政改革

生

対象 
□ 廃止　　　

活

　 

を送ることができる社会を実現すること。

施策の方向 地域生活を支える体制の整備

いずれの事業もおおむね計画どおりとなっており、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活するための環境整備の一助となっている。
■ 計画どおり   

令和　５年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 事業を維持していくが、費用が多額となる事業が多いため少しでも費用を抑えられないか検討していく必要がある。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業

3

費：千円）

敬老大会事

頁

業 令和　４年度 令和　

令

５年度 令和　５年度 令

和

和　６年度 令和　４年

 

度 令和　５年度 令和　

5

５年度 令和　６年度
活

年

動指標名 単位
実績 計画

度

実績 計画 決算 当初予算

　

決算 当初予算
全体事業

　

概要
①

77歳、88歳

事

の給付件数 件 1,72

務

0 2,020 1,59

事

7 2,200
市内に一

業

年以上居住する満77

評

歳、満88歳の高齢者

価

に一
人10,000円

表

を贈る。（基準日は9

（

月15日）また、10

個

0歳 18,150 18

票

,802 17,970

）

24,110
を迎えた

課

敬老者には50,00

名

0円を贈る。
②

100

社

歳の給付件数 件 19 4

会

0 40 50

令和　７年

福

度の優先度

③5 　□ 

祉

Ａ　　　 □ Ｂ　　

部

　 □ Ｃ　　　 □

・

 Ｄ　

計画値には達し

福

ていないが、対象者に

祉

は概ね配布しているの

事

で計画どおりである。

務

■ 計画どおり   

所

令和　５年度
□ 遅延

福

         
の

祉

評価
□ 進展なし  

総

   

■ 維持　□ 

務

拡大 他市町の動向を気

課

にかけながら、当面は

作

現状を維持していく。

成

事業区分 □ 自治事務

日

   □ 法定受託 

令

  □ その他
今後の

和

方向性 □ 縮小　□ 

　

改善
（改善措置等）□

６

 休止　□ 終了
計画

年

対象 ■ 実施計画査定



　

止　□ 終了
計画対象

８

□ 実施計画査定対象

月

  □ 行政改革対象

　

 
□ 廃止　　　　 

１

※決算額については、

日

端数処理により、他資

概

料の決算額と差異が生

施

じている場合もありま

策

す。

名 高齢者保健・福祉 基

No. 事

本

務事業名 活動内容 コス

目

ト（事業費：千円）

地

標

域自立生活支援事業（

健

福祉総務課） 令和　４

康

年度 令和　５年度 令和

で

　５年度 令和　６年度

福

令和　４年度 令和　５

祉

年度 令和　５年度 令和

が

　６年度
活動指標名 単

充

位
実績 計画 実績 計画 決

実

算 当初予算 決算 当初予

し

算
全体事業概要

①
事業

た

対象住宅戸数 戸 18 1

ま

8 18 18
高齢者世話

ち

付住宅（シルバーハウ

要

ジング）に居住する
高

施

齢者が、自立して安心

策

で快適な生活が送れる

の

よう生 8,372 11

目

,573 8,049 9

的

,243
活援助員を配

高

置するとともに、適切

齢

な設備更新などの
②

入

者

居定員数 人 24 24 2

が

4 24
施設管理を行う

住

。

令和　７年度の優先

み

度

③8 　□ Ａ　　　

慣

 □ Ｂ　　　 □ 

れ

Ｃ　　　 □ Ｄ　

三

た

島市営加茂住宅Ａ棟の

地

高齢者世話付住宅（シ

域

ルバーハウジング）に

で

居住する高齢者の安全

、

かつ快適な在宅生活
■

人

 計画どおり   
令

生

和　５年度 を支援する

の

ため生活援助員を派遣

最

した。
□ 遅延   

期

      
の評価

□

ま

 進展なし     

で

■ 維持　□ 拡大 入

自

居者の高齢化が進み、

分

自立して生活できる範

ら

囲が限られてきており

し

、援助員へのニーズが

い

多様化し援助員の負
事

生

業区分 □ 自治事務 

活

  □ 法定受託  

を

 □ その他
今後の方

送

向性 □ 縮小　□ 改

る

善 担が大きくなってき

こ

ている。今後このよう

と

な情況のなか、援助員

が

が入居者からの様々な

で

ニーズにどこまで応え

き

て
（改善措置等）□ 

る

休止　□ 終了 いくか

社

が課題。
計画対象 □ 

会

実施計画査定対象  

を

□ 行政改革対象 
□

実

 廃止　　　　 

現すること。

施策の方向 地域生活を支える体制の整備

いずれの事業もおおむね計画どおりとなっており、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活するための環境整備の一助となっている。
■ 計画どおり   

令和　５年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 事業を維持していくが、費用が多額となる事業が多いため少しでも費用を抑えられないか検討していく必要がある。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業

4

費：千円）

成年後見制

頁

度利用支援事業 令和　

令

４年度 令和　５年度 令

和

和　５年度 令和　６年

 

度 令和　４年度 令和　

5

５年度 令和　５年度 令

年

和　６年度
活動指標名

度

単位
実績 計画 実績 計画

　

決算 当初予算 決算 当初

　

予算
全体事業概要

①
報

事

酬助成件数 件 10 9 1

務

1 7
高齢者の権利を擁

事

護するため、認知症、

業

知的障がい、
精神障が

評

いなどの理由で判断能

価

力の不十分な高齢者を

表

1,661 3,268

（

1,815 2,380

個

対象に、身寄りがない

票

など申立てをする者が

）

いない
②場合には、市

課

長による成年後見制度

名

の申立てを行うと
とも

社

に、成年後見人などへ

会

の報酬負担が困難な被

福

成年 令和　７年度の優

祉

先度
後見人などに対し

部

ては、報酬の助成を行

・

う。
③7 　□ Ａ　　

福

　 □ Ｂ　　　 □

祉

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

事

計画どおりの件数とな

務

っている。
■ 計画ど

所

おり   
令和　５年

福

度
□ 遅延     

祉

    
の評価

□ 進

総

展なし     

■ 

務

維持　□ 拡大 少しず

課

つ増加傾向にあるもの

作

の、高齢者の権利擁護

成

のために今後も本事業

日

を維持していく。
事業

令

区分 □ 自治事務  

和

 □ 法定受託   

　

□ その他
今後の方向

６

性 □ 縮小　□ 改善

年

（改善措置等）□ 休


